
埼玉県被災建築物応急危険度判定士認定要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、地震により建築物が被災した場合、余震等による建

築物の倒壊、部材の落下等から生じる二次災害を防止するため、これら

被災した建築物の安全性の判定、表示等を目的とする被災建築物の応急

危険度判定（以下、「応急危険度判定」という。）を行う埼玉県被災建

築物応急危険度判定士（以下、「応急危険度判定士」とう。）を認定し、

もって住民の安全を確保する事を目的とする。 

 

（定 義） 

第２条 この要綱において「応急危険度判定士」とは、知事の認定を受け、

応急危険度判定を行う者をいう。 

 

（認定、登録及び登録証の交付） 

第３条 応急危険度判定士の認定は、知事が行う。 

２ 知事は、申請者を応急危険度判定士として認定したときは、応急危険

度判定士台帳に登録するとともに、応急危険度判定士登録証（以下、「登

録証」という。）を交付するものとする。 

３ 前項の登録は、登録証の交付を受けたときから効力を生じ、その有効

期間は、当該登録証の交付を受けた日の属する年度の翌年度から起算し

て５年間とし、有効期間満了日までに第９条の届け出がない場合は認定

の更新の意志があるものとみなし、応急危険度判定士台帳に更新した旨

を記載するとともに、登録証を交付する。 

 

（認定申請） 

第４条 応急危険度判定士として認定を受けようとする者（埼玉県内に在

住又は在勤する者に限る。）は、応急危険度判定士認定申請書を知事に

提出するものとする。 

２ 認定の申請は、第５条第１項の規定による講習会を修了した者又は他

の都道府県における同様の講習会を修了した者でなければ行うことが

できない。 

 

（講習会） 

第５条 知事は、応急危険度判定に必要な建築技術を習得させるため、講



習会の実施又は建築士法第２２条第２項に基づく講習会の指定の措置

を講ずるものとする。 

２ 講習会の受講資格者は、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２

条第１項の規定による建築士（埼玉県内に在住又は在勤する者に限る。

以下この項において同じ。）、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

第７７条の５８の規定により国土交通大臣の登録を受けた建築基準適

合判定資格者、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）施行規則第６

条の６の規定による特定建築物調査員資格者証を有する者、建設業法

（昭和２４年法律第１００号）第２７条の規定による技術検定に合格し

た一級建築施工管理技士又はその他知事が認めた者とする。 

３ 講習会の内容は、次の各号に掲げるものとする。 

 一 総論 

 二 応急危険度判定技術（共通技術、建築構造毎の判定技術） 

 三 その他応急危険度判定に関し、必要な事項 

４ 知事は、講習を修了した者に対し講習会受講修了者台帳に搭載の上、

受講修了証を交付する。 

 

（応急危険度判定士の任務） 

第６条 応急危険度判定士は、地方公共団体の依頼により、応急危険度判

定を行うものとする。 

２ 応急危険度判定士は、応急危険度判定の業務を行う際には、常時、登

録証を携帯するものとする。 

 

（申請事項の変更） 

第７条 応急危険度判定士は、第４条第１項の規定により申請した事項に

変更が生じたときは、速やかにその旨を知事に届け出るものとする。 

２ 知事は、前項の規定による届け出があったときは、応急危険度判定士

台帳及び登録証の修正を行うものとする。 

 

（登録証の再交付） 

第８条 応急危険度判定士は、登録証を紛失し、又は汚損したときは、速

やかにその旨を知事に届け出るものとする。 

２ 知事は、前項の規定による届け出があったときは、登録証の再交付を

行うものとする。 

３ 前項の規定により登録証の再交付を受けた応急危険度判定士は、紛失

した登録証を発見したときは、速やかに当該登録証を知事に返納するも



のとする。 

 

（認定の辞退） 

第９条 応急危険度判定士は、認定を辞退しようとするときは、速やかに

その旨を知事に届け出るものとする。 

２ 知事は、前項の規定による届け出があったときは、応急危険度判定士

台帳から抹消するとともに、登録証を返納させるものとする。 

 

（認定の取消し） 

第１０条 知事は、応急危険度判定士が次の各号に該当する場合において

は、認定を取り消すことができる。 

 一 建築士法第９条に基づく免許の取消しを受けた者 

 二 建築士法第１０条第１項に基づく懲戒を受けた者 
 三 建築基準法第７７条の６２に基づく登録の消除を受けた者 

 四 建築基準法第１２条の３第３項に基づく建築物調査員資格者証の 

   返納の命令を受けた者 

 五 建設業法施行令第２７条の９に基づく技術検定の合格を取り消さ 

   れた者 

 六 前各号に規定する者のほか、知事が不適任と認めた者 

２ 知事は、前項の規定により認定の取消しを行ったときは、応急危険度

判定士台帳から抹消するとともに、登録証を返納させるものとする。 

 

（実施細目） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、応急危険度判定士の認定に必要

な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成７年１２月１５日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この要綱は、平成１７年１１月２日から施行する。 

 

      附 則 



  この要綱は、平成１８年８月１８日から施行する。 

 

      附 則 

  この要綱は、平成２０年３月３日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は、令和２年１０月２０日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


